
.。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  提言一覧（裏面） 

えひめ発の分権改革提言2014概要 

 

   国と地方の役割分担 2 

   地方分権改革が求められる背景 1 

 
国際社会における国家としての存立にかかわる事務 

全国的に統一して定める国民の諸活動、地方自治に係る基本的な準則に関する事務 

全国規模又は全国的な視点に立った施策及び事業の実施 

国が本来果たすべき役割を重点的に担う 国  

 

  

市町村を包括する広域の地方公共団体として、次の事務を処理 

①広域にわたるもの、②市町村に関する連絡調整に関するもの 

③市町村が処理することが適当ではない事務 

 

基礎的な地方公共団体として、都道府県が処理するものを除き、「地域における事務

及び法令で定められたその他の事務」を処理 

住民に身近な行政はできる限り地方公共団体が担う 地方自治体 

都道府県 

市町村 

国は、地方公共団体との間で適切に役割分担するようにしなければならない 

   本県が追い求める地方分権改革の姿 3 

基礎自治体が最大限の役割を担う 

それぞれの役割に見合った 
権限と財源を持つ 

国・広域自治体・基礎自治体 
の役割分担の明確化 

地方分権改革のあるべき道筋 

最優先 

   地方分権改革に向けた本県の取組み 4 

   国主導から地方主導の改革への転換 5 

・権限移譲推進指針、具体化プログラムを策定 

・移譲法令数 72（全国12位 中四国4位） 

・移譲事務数1.056事務 

条例による県から市町への権限移譲 

・独自性のある基準を条例で制定（介護サービス 

事業者等の非常災害対策義務の拡充、県道の構 

造の弾力化等） 

・法定外税の創設 

地域の実情に応じた独自の取組み 

行革大綱に基づく各種取組みの実施（政策立案

型組織づくり、職員の政策立案能力の強化、広域

自治体としての機能強化等） 

分権時代に対応した行政改革の推進 

 知事及び県内全市町長で構成する「県・市町連

携推進本部」を設置し、二重行政の解消や共通す

る地域課題の解決への取組 

県・市町連携による「チーム愛媛」の推進 

  

国は国家機能を充実、地方は国からの自立が不可欠 
国・地方双方の機能強化 

国 へ の 依 存 は  
限 界  

多 様 な 政 策 展 開 が 

必 要 

国 家 の 機 能 強 化 が 

必 要 

・国と地方の多額の借金 

・社会保障関係経費の増大 

・東京一極集中による弊害 

・少子高齢化と人口減少 

・経済のグローバル化 

・近隣諸国との摩擦 

画一的な中央集権型の政策展開は限界 国は本来業務に専念すべき 

国 と 地 方 を 通 じ た 

財 政 危 機 

地 域 課 題 の 
多 様 化 と 深 刻 化 

国 際 的 競 争 の 

激 化 
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機
関
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等 
分権改革の 

基盤整備 

地方主導の改革 国主導の改革 

地方からの提案募集制度導入（平成26年度～） 

地方は、分権改革の

成果を最大限活用し

て住民へ還元 

地方からの熱意と多

様なニーズを尊重し

た改革 

地
方
発
の
分
権
改
革
の
実
現 

 

地方分権の「究極」目的は 

住民自治の具現化 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

各種制度の見直し 

１過疎地域等における人・物の効率的な輸送の実現 

 自家用有償旅客運送について、事業者運行のバスと同様に、有償・無償を問わず少量の貨物運送を可

能とする。また、旅客予約の無いデマンド運行便での貨物のみの運送を可能とする。 

２複数の都道府県にまたがる産業廃棄物収集運搬業等に係る許可権限の見直し 

 産業廃棄物収集運搬業及び特別管理産業廃棄物収集運搬業の事業範囲が複数の都道府県にまたがる場

合は、主たる事務所を所管する都道府県が許可することとし、その情報を関係都道府県が共有するシス

テムを構築する。 

３地域に必要な医療を確保するための国の関与の廃止 

 基準病床数算定における都道府県独自加減算方式を導入するとともに、特例病床許可に係る厚生労働

大臣の同意を廃止する。 

４あん摩マッサージ指圧、はり、きゅう及び柔道整復施術所に対する指導体制の強化 

 あん摩マッサージ指圧等施術所に対する指導要領、施術所で行う手技及び広告項目に係る指針等を整

備する。また、施術所の開設を届出制から期限付きの許可制とし、事前に行政が構造設備基準や衛生上

必要な措置を確認する。 
５介護サービス事業者及び利用者における要介護状態改善への意識向上に向けた取組み 

 要介護度が改善した場合に、サービス事業者にインセンティブが働く仕組み（例えば介護報酬加算や

一時金など介護保険に成功報酬を導入）をつくるとともに、サービス利用者には自己負担額の軽減措置

等を図る。 
６過疎地域等への介護サービス事業者参入を促進するための介護報酬の見直し 

 市町村と協議の上、都道府県において、介護報酬単価の上乗せ設定を可能とする制度の創設により、

離島等過疎地域への介護サービス事業者の誘導等を図る。 
７企業立地促進法に基づく地方税の課税免除に伴い交付税措置される資産の取得価額要件の 

緩和 
 企業の新規立地や設備投資を促進するため、企業立地促進法に基づく地方税の課税免除に伴い交付税

措置される資産の取得価額要件を緩和する。 
８野菜価格安定事業における指定産地要件の弾力化 

 中山間地域や条件不利地域の野菜産地に適応した独自の制度設計による価格補償が行えるよう、共同

出荷割合に係る国の一律の要件を弾力化する。 
９輸出証明書（原産地証明）の申請窓口の一元化 

 産品ごとに異なっている輸出証明書の申請窓口（食品→中四国農政局、水産物→水産庁）について、

これまでの窓口に加えて県内に一元的な窓口を設置し、ワンストップサービスを実施する。 
10 公営住宅法に基づく建替要件の一部廃止 

 地域の実情に応じて円滑な公営住宅の建替を行うため、公営住宅建替事業の定義である現地建替要件

を廃止して、非現地建替も公営住宅建替事業とする。また、公営住宅建替事業の施行要件である敷地規

模要件（市街地0.1ha以上）及び戸数要件（従前戸数以上）を廃止する。 
11 租税債権者による自動車の所有権移転代位登録の円滑化 

 納税の公平性、徴収金の確保のため、自動車検査証の記載事項の変更を租税債権者の意思による代位

や監督庁の職権で可能とする。また、租税債権者から請求があった場合、所有権留保権者に対して、譲

渡証明書、印鑑証明書等、代位申請に必要な書類の提出を義務付ける。 

国の補助制度の見直し 

12 地域公共交通確保維持改善事業費補助金の補助要件の緩和 

【地域間幹線系統確保維持費国庫補助金】 

補助要件である「輸送量15人/日以上を10人/日以上」に緩和する。 

【地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金】 

現行の法指定による過疎地域や振興山村での運行という要件に、地域の実情を踏まえた基準（高齢化率概

ね50％超等）を加えるとともに、市町毎に人口等を基準に国が算定する補助上限額を引上げる。 

【車両減価償却費等国庫補助金】 

車両購入費補助を現行の５か年の減価償却費補助から、従前の購入時一括補助とする。 

13 エネルギー関連交付金事業における事業の採択や交付額の配分などの権限の移譲 

 地域の実情に応じた事業を実施するため、エネルギー関連交付金に係る権限を都道府県に移譲する。 

14 電源立地地域対策交付金（水力発電施設周辺地域交付金枠）に係る事業実施個所の弾力化 

 当交付金をより有効に活用するため、事業実施個所を実質的に水力発電施設に係る減水区間等に限定する

のではなく、減水区間を有する市町全域を対象とする。 
15 強い農業づくり交付金の共同利用要件の緩和 

 地域農業を活性化するため、交付金の趣旨を満たすものについては、事業採択要件である「３～５戸の集

団」を緩和し、ある程度の規模を有し、かつ、地域の合意があれば、１戸でも事業を利用できるようにする。 

義務付け・枠付けの見直し 

16 自家用有償旅客運送事業の事務権限の移譲に合わせた運用ルールの緩和 

 地域の実情に応じた自家用旅客運送を実現するため、法人格のある団体に限定されている実施主体の弾力

化や自家用有償旅客運送の登録手続きの簡素化などの運用ルールを緩和する。 

17 大規模小売店舗立地法に基づく駐車場収容台数変更手続の緩和 

 大規模小売店舗に係る指針に基づく必要駐車台数を確保した上での収容台数の変更など、周辺地域の生活

環境に重大な影響を与えない変更については、８か月の変更制限を廃止する。 

18 工場立地法に基づく軽微な緑地の削減に係る届出義務の除外の拡大 

 一定面積以上の緑地を整備している場合であって、周辺地域の生活環境の保持に支障を及ぼすおそれがな

く、緑地の移設に伴う緑地面積の減少が一定割合以下であるときは、変更届出の対象から除外する。 

19 河川の水利使用手続円滑化のための国の同意の廃止 

 一の都道府県で完結する二級河川の水利権の更新（軽微な変更を含む。）における国の同意を廃止する。 
権限移譲 

20ＬＰガス法における指導権限等の地方への移譲 

 現在、国所管事業所の事故は、都道府県で対応していることから、県域をまたがって複数の事業所を設置

する事業者を国が所管する仕組みを見直し、事業所単位で地方自治体が指導できるようにする。 

21 電気工事業法における指導権限等の地方への移譲 

 県域をまたがって複数の事業所を設置している事業者を国が所管する仕組みを見直し、事業所単位で地方

自治体が指導できるようにする。 

22 農商工等連携促進法に基づく計画認定等に係る権限の移譲 

 農商工連携の促進及び地域の実情や事業者等のニーズを踏まえた支援を行うため、現在、国が行っている事

業計画の認定や補助金の採択の権限を地方へ移譲する。 

国と地方の対等・協力関係の構築 

23 地方に影響を与える政策に係る企画段階からの地方との協議の徹底 

国の政策に伴い地方が対応せざるを得ない制度等の創設にあたっては、事前に地方と十分な協議を行うこ

とを徹底するとともに、地方負担が生じる場合は確実かつ十分な財源措置を講じる。 

えひめ発の分権改革提言2014 提言項目一覧 


